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　世界が地球温暖化解決に取り組む中、我が国の省エネルギー技術に各国が注目している。この度、
Z産業技術総合研究所、札幌市、東京理科大学、譛周南地域地場産業振興センターおよび譁藤原環境
科学研究所は共同で、札幌市役所本庁舎（地下2階地上19階）の暖房用循環水に界面活性剤を注入
することにより、配管内壁と流体との摩擦が減少、ポンプ動力の省エネルギーが実現できたと発表し
た。実証試験では、通常の50Hz 運転に比べてポンプ動力が65％減少した。このシステムの運転を試
算すると、年間の節電量は58,000kWh、経費は63万円の削減となる。また、CO2 排出量は、係数を
0.555kg/kWhとすると、年間32t の削減となる。これを日本全体のビルなどで水搬送用として使用
される、総エネルギー消費量126億 kWh/ 年で計算すると、CO2 削減量は45.5 万 t/年に達する。今
回のような技術を多くの建物に適用することにより、一層の省エネルギー効果が期待できる。
トピックス4　暖房用水循環に界面活性剤を利用して65％の省エネを達成
　2007 年６月に開催されたハイリゲンダム・サミ
ットでは、地球温暖化対策について「2050 年まで
に温暖化ガスの排出量を半減させることを真剣に
検討する」ことで各国が合意した。今後、より一
層温暖化解決策への取り組みが必要となる。温暖
化ガス排出量削減に効果的な省エネルギー技術の
導入を各国が検討している。
　中でもオフィスビルや病院などの建物のエネ
ルギーをマネージメントする BEMS（Building 
Energy Management System）技術は、快適性を
保ちつつ、建物内のエネルギーを回収し、リサイ
クルすることから、省エネルギーに貢献できるも
のとして多方面で導入が検討されている。例えば、
石油や電気のボイラーで温水を作り、それを各部屋
に分配し、ラジエーターを用いて空気または放射
熱への熱変換を行い暖房するシステムは、比較的
大きな建物の暖房を行えることから、北海道を中
心とした住宅や、全国のビル等で適用されている。
　この度、C産業技術総合研究所、札幌市、東京
理科大学、譛周南地域地場産業振興センターおよ
び譁藤原環境科学研究所は共同で、札幌市役所本
庁舎（地下２階地上 19階）の暖房用循環水に界面
活性剤注）を注入することによって、ポンプ動力の
省エネルギーが実現できたと発表した。今回使用
した循環水に含まれる界面活性剤は低濃度である
ことから、環境への負荷も少ない。今回の省エネ
ルギー効果を左右する因子としては、配管径、流
速、水温、水質（防錆剤の共存）、界面活性剤の
濃度などがあるが、実証試験の前に基礎実験を行
い、その結果を踏まえて、定格出力 37kWのポン
プと保有水量約 32ｔの貯水槽を含む温水循環シス
テムを用いて本格的な実証実験を行った。冷暖房
の熱媒体である水に濃度 0.3 ～ 0.5％の界面活性剤
を注入することによって、配管内壁と流体との摩
擦は減少し、水の循環流量が増加する。これを定
格流量に戻すために、インバータ制御によって供
給電気の周波数を落とし、ポンプの回転数を減ら
す。このプロセスによって減少したポンプの動力
分が電力の削減、つまり省エネルギーとなる。今
回の実証実験では、周波数 35Hzで定格流量が維持
でき、消費電力は周波数の３乗に比例することか
ら、今回の結果は通常の 50Hz運転に比べてポンプ
の動力は 65％の削減となる。このシステムの運転
を 10h/日、年 240日、電力 11円/kWhとして試算
すると、年間の節電量は 58,000kWh、63 万円の経
費削減となる。また、CO2 排出係数を 0.555kg/kWh
とすると、年間 32ｔのCO2 排出量削減となる。こ
れを日本全体のビル、ホテル、病院などにおいて
水搬送用として使用される総エネルギー消費量
126億 kWh/年で計算すると、この技術の導入によ
って、年間 45.5 万 t の CO2 が削減できる。今回の
ような技術を多くの建物に適用することによって、
一層の省エネルギー効果が期待できる。しかし、空
調設備は複雑な配管システムを有し、システムの維
持管理の方法が設備や場所ごとに異なることから、
課題も多く、例えば冬期は外気温が氷点下になる
ことから外調機の凍結対策や、暖房期間が長く冷
房期間が短い条件下での一定の効率維持などが挙げ
られる。技術の普及にはデータの蓄積が不可欠で
あることから、今後も実証実験の継続が望まれる。
注　界面活性剤：親水基と親油基を持ち、溶液中でミセル
を形成する物質。
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